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令和８年３月26日  
神奈川県教育委員会教育長 殿 

県立小田原高等学校長（全日制） 

令和７年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果）                 

 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月10日実施） 

総合評価（３月24日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

これからの時代に必
要となる様々な資質
や能力の育成を目指
し、「SSH」「理数
教育推進校」「学力
向上進学重点校」と
しての役割を踏まえ
ながら、カリキュラ
ム・マネジメントに
取り組む。 

 

①SSH、学力向上進
学重点校としてより
魅力ある教育課程の
検討を重ねるととも
に、生徒の自己実現
に向けた履修指導を
行い、適切に運用す
る。 
 
②すべての教科・科 
目において、主体
的・対話的で深い学
びの視点からの授業
改善を実践し、探究
的な学びを充実させ
る。 
 
 
 
③新たな時代に柔軟
に対応し持続可能な
社会を創出するため
に必要な、科学的探
究力、創造力、協働
力を育む。 

①SSH、学力向上進学重
点校としてより魅力あ
る教育課程の検討及び
生徒の進路実現のため
の講座を編成し、時間
割を作成する。 
 
②年間を通した授業研
究テーマを設定し、相
互授業見学の推進及び
公開研究授業の開催に
より、組織的な授業改
善を行う。 
②学習成果発表会を通
じて生徒自身が学びの
成果を実感し、主体
的・対話的な学びを実
現する。 
 
③「理数探究基礎」
「理数探究」を核とし
て、小田原市、県西地
域の企業等と連携しな
がら、科学的探究の手
法により課題研究を実
施する。 

①SSH、学力向上進学重
点校の目標を達成する
ための履修指導ができ
たか。 生徒の履修希望
科目に沿った講座を編
成し、時間割を作成で
きたか。 
②「生徒による授業評
価」において、課題解
決に関する評価項目
（３と６）の回答のう
ち、50％以上が「（項
目４）かなり当てはま
る」であったか。 
②学習成果発表会の生
徒、教員の振り返り及
び校外の参加者のアン
ケートにおいて、主体
的な学びに関する項目
の内容を分析する。 
③課題研究成果発表会
の生徒、教員の振り返
り及びポスター等の成
果物の内容を分析し、
次年度の改善につなげ
る。 

①教務グループと研究
開発グループが連携し
て理数探究を３クラス
同時展開とし、生徒の
探究活動を支援するた
めに教科バランスに配
慮した授業担当者を配
置することができた。 
②第１回目「生徒によ
る授業評価」におい
て、評価項目３及び６
の「（項目４）かなり
当てはまる」の回答は
それぞれ 47.8 ％、
43.0％であった。 
③２年次の理数探究
「研究報告会」におい
て、理工系大学院生の
メンターおよび連携企
業の研究者から助言を
設ける機会を設定でき
た。また、３年次の振
り返りをまとめ、１年
次・２年次へのアドバ
イスとしてフィードバ
ックする取組を実施で
きた。 
 

①理数探究の授業展開
及び授業担当者の配置
が適切であったか、今
年度の実施状況を踏ま
えて検討する必要があ
る。 
 
 
 
 
②授業評価の結果につ
いては、教科によって
達成状況が異なるた
め、相互授業見学にお
いて、評価が高い教科
の授業見学を推進し、
組織的な授業改善を行
う。 
 
③年度当初に新入生に
対して研究活動の発表
を行うなど、各年次の
研究活動や振り返り
を、異年次の取組みへ
活かす仕組みが必要で
ある。 

①②授業展開の工
夫、授業評価の結果
について確認でき
た。探究的な学びを
深めるために指導を
継続してほしい。 
 
 
 
 
③外部研究機関との
連携を積極的に行っ
ている。地域として
も応援したい。人的
資源を生かしてほし
い。 
理数探究の取組みの
様子を小田原市内の
中学生にも知らせた
い。 
 

①理数探究で３クラス同
時展開のきめ細かな指導
体制を維持した。 
次年度に向けては、研究
開発グループとの連携を
さらに深め、文理混合に
よるクラス編成の導入な
ど、教育課程のさらなる
柔軟化と高度化を図る。 
 
②授業評価の数値目標は
未達だが、相互授業見学
を推進し、組織的な授業
改善を推進の体勢を整え
た。 
 
③課題研究 day により異
年次交流を実現した。ま
た、ルーブリック評価を
見直し、外部への発表基
準を共有した。１年次に
おける見通しを持った探
究活動が課題である。 

①探究活動の発展・充
実に向けて、理数探究
で文理のバランスに配
慮した講座を編成し、
きめ細やかな指導体制
を実現する。 
 
 
 
 
②教科会の機能を強化
するとともに、他校へ
の授業視察など授業見
学を推進する。授業評
価の結果を授業改善に
有効活用する。 
 
 
③１年次からの段階的
指導を見直し、異年次
の活動を共有できる仕
組みを強化する。 

２ 生徒指導・支援 

①学校行事、部活
動、委員会活動を更
に充実させ、その活
動を通じて、人間形
成を図り、全人教育
を実践する。 
 
 
 
②生徒一人ひとりの
個を尊重した支援体
制をさらに充実させ
る。 

 

 

①学校行事、部活
動、委員会活動にお
ける課題解決を目指
し、課題解決能力や
コミュニケーション
能力等を育成する。 
 
②課題を抱える生徒
の支援のため、教育
相談全体支援会議を
より効果的に運営す
る。 
 
③専門的な立場から
の支援を充実させる
ため、SC,SSＷとの
連携をさらに密に
し、外部人材を活用
したより組織的な支
援体制を構築する。 

①学校行事や部活動等
で生徒に自ら課題を見
つけさせ、話し合い等
を通じて解決させるこ
とで、全人教育につな
げる。 
②教育相談全体支援会
議を通じて、年次、保
健室、推進担当等との
情報共有を深め、ケー
ス会議を効果的に開催
する。見えていない課
題を抱える生徒の支援
につなげるよう、サポ
ートドックをより効果
的に運用する。 
③ SC,SSＷとの情報共
有の時間を引き続き確
保し、SSWのより効果
的な活用の仕方を整理
し、職員全体で共通理
解する。 

①課題解決を図りなが
らより充実した学校行
事や部活動等を展開
し、生徒が達成感を得
られたか、部活動加入
率やアンケート結果を
向上させたか。 
②教育相談全体支援会
議やケース会議を効果
的に運営することがで
きたか。サポートドッ
クについて、全体支援
会議が主導し、昨年度
よりも組織的に取り組
むことができたか。 
③SC,SSＷとの情報共有
の時間を十分に確保す
ることができたか。組
織的な支援体制の中で
SSWをより効果的に活
用することができた
か。 

①文化祭、体育祭をよ
り安全に実施できるよ
う、ルールの見直しを
継続し、課題を解決し
ながら生徒が主体的に
企画、運営を行うこと
ができた。 
②月１回の定例会議に
て、支援が必要となる
生徒の情報を共有し、
SC や SSW との連携も含
め、チームとして生徒
を支援することができ
た。サポートドックに
ついては、実施の流れ
や職員の役割を明確化
し、実施できた。 
③SC、SSWとの報告・連
絡・相談を円滑に行
い、それぞれの強みを
生かし、生徒を支援す
ることができた。 

①後期の行事の企画・
運営や、次年度に向け
た各行事の規定の見直
しについても、生徒が
主体的に行えるよう、
生徒への指導助言を密
に行っていく。 
②SC や SSW と協力して
サポートドックのアン
ケート結果をより詳細
に分析し、プッシュ型
面談を積極的に実施し
ていく。 
 
③引き続き SC、SSW と
の情報共有の時間を十
分に確保し、生徒や家
庭が必要とする適切な
支援につなげていける
ようにする。 

①文化祭や体育祭で
はＰＴＡと生徒会と
の連携・協力が非常
に良かった。生徒が
自分の役割を意識し
て主体的に活動して
いる様子が分かる。
夏の暑さ対策、天候
への対応準備等、安
全に留意した運営を
期待する。 
②不登校の時の働き
かけが大切。外部の
相談機関もある。情
報共有を行って生徒
本人やその背景にあ
る事情を理解し、適
切な対処を行ってほ
しい。 

①学校行事においては、
新たな取組みの導入や万
が一に備えた代替案の準
備など、教員、生徒間の
コミュニケーションを密
にとりつつ円滑に学校行
事を運営した。  
  
②生徒の情報を組織的に
共有し、適切な支援を行
うことができた。サポー
トドックの結果を受け、
プッシュ型面談を実施し
た。  
  
③SC、SSW と連携し、困
難を抱えている生徒を福
祉行政につなげ、適切な
支援を行うことができ
た。  
 

①各学校行事後のアン
ケート結果をもとに、
特に熱中症予防の観点
からより安全に行事を
実施できるよう検討す
る。 
①校内の清掃活動も生
徒が担う部分は責任を
もって行わせたい。 
 
②より丁寧な支援がで
きるようスクリーニン
グ会議の日程を見直
す。 
 
③必要に応じて外部人
材との連絡を綿密に行
い、迅速に対応できる
ようにする。 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月10日実施） 

総合評価（３月24日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

３ 進路指導・支援 

生徒の第一希望の進
路を実現できるよ
う、目的意識の強化
と学習意欲のさらな
る向上を目指し、各
種模擬試験等の分析
を活用し、自立的な
キャリア形成を支援
する。 
 

 

①生徒が高い目標を
掲げることができる
ように、進路実現に
向けた組織的な学習
支援や進路選択支援
体制を整える。 
 
 
 
 
 
 
②次世代のリーダー
に求められる社会
的・職業的な自立等
をめざしたキャリア
形成を支援する。 

①生徒の学習への取組
状況や進路希望情報を
教職員で共有し、進路
説明会等で保護者とも
共有することで、きめ
細やかな進路選択支援
を行う。 
①補習・講習及び実力
試験等の学習支援を通
じて実力を伸ばし、難
関大学への進学に向け
た学力向上を支援す
る。 
②卒業生や社会人の講
話等の取組を通して、
生徒の社会的・職業的
な自立、より高次なキ
ャリア形成を支援す
る。 

①生徒の学習への取組
状況や進路希望情報を
職員で共有し、保護者
へも効果的に情報発信
して、生徒に高い目標
設定を掲げさせること
ができたか。 
①実力試験等の結果分
析を活用して生徒の実
力をさらに伸ばし、難
関大学への進学実績を
伸ばすことができた
か。出願検討会を開催
できたか。 
②生徒がキャリア行事
への参加で将来に向け
た明確な展望や高い目
標を実現する意欲を持
つようになったか。 

①生徒および保護者へ
効果的に進路情報を発
信することができ、す
べての生徒に具体的な
高い目標設定を掲げさ
せることができた。 
 
①実力試験等の結果分
析を活用した出願検討
会を開催し、根拠に基
づいた出願指導を推進
することができた。 
②キャリア行事に参加
したあとの生徒の振り
返りからは、将来に向
けた高い目標を実現す
る意欲を持つことがで
きたことを把握するこ
とができた。 

①掲げた高い目標を貫
かせる組織的な指導体
制の確立が課題であ
る。また、進路情報の
発信についてもより精
度の高い情報提供を行
う必要がある。 
①実力試験などの結果
分析を踏まえた組織的
な学習指導体制の確立
が課題である。 
②生徒が主体的に自分
自身のキャリア形成を
行えるような行事を企
画運営することが引き
続きの課題である。 

①地域を代表する進
学校として実績を出
していくことを期待
されている。進路実
現に向けて同窓会か
らの応援も有効に活
用してほしい。 
 
②国公立の希望者が
増加していることを
確認した。３月末の
進路実績を次年度の
モチベーションとし
て活かしてほしい。 

①生徒および保護者へ効
果的に進路情報を発信す
ることにより、難関大学
志望者も前年より30名以
上増加することができ
た。難関大学志望者増加
に伴い、実力試験などの
結果分析を踏まえた学習
指導体制の確立が課題で
ある。 
②キャリア行事に参加す
ることにより生徒自身が
将来に向けた高い目標を
実現する意欲を持たせる
ことができた。生徒がよ
り主体的に自身のキャリ
ア形成を行えるような行
事を企画運営する必要が
ある。 

①実力試験の結果分析
および出題傾向を各教
科会で共有するととも
に，他校への授業視察
を推進する。 
 
②より充実したキャリ
ア行事にするためには
学校外との連携が重要
であるため同窓会とも
講師選定など連携をと
っていく。 

４ 地域等との協働 

地域との協働を推進
し、地域から信頼さ
れる学校づくりを進
める。 

①生徒一人ひとりの
幅広い学力の育成の
ため地域等の教育力
活用を推進する。 
 
 
 
 
②地域に開かれ、地
域と共にある学校を
目指し、広報活動を
充実させ、教育活動
に係る情報発信をよ
り積極的に行う。 

①地域や行政(市防災安
全課)等と連携して防災
訓練・研修会等を実施
する。地域貢献活動等
を計画し、生徒に積極
的に参加させる。 
②学校説明会・学校カ
ミングデー・県西地区
合同説明会等を通じ、
SSH、進学重点校等、本
校の魅力・特色を発信
する。 
②学校HP更新を頻繁・
迅速に行い、教育活動
の情報をリアルタイム
に発信する。学校案内
を改訂する。 

①地域の特性を踏まえ
た防災避難訓練を実施
すし、生徒・職員の防
災意識を高めることが
できたか。 
①地域貢献活動を年３
回実施できたか。 
②学校説明会・学校カ
ミングデーの開催・県
西地区合同説明会等へ
の参加者数を増やすこ
とができたか。 
②学校ホームページの
更新を頻繁に行えた
か。学校案内を効果的
に改訂することができ
たか。 

①防災避難訓練を年 2
回予定し、第 1 回避難
訓練、防災地区別集会
を実施した。 
①地域貢献活動実施地
域を検討変更して実施
準備している。 
②学校説明会・県西地
区合同説明会等で多く
の参加者を得た。 
②ホームページは関係
部署が直接更新できる
ようなシステムを構築
した成果があり、昨年
よりも更新の頻度が増
している。 

①防災避難訓練で職員
間の連携及び生徒主体
の防災活動の工夫が求
められる。 
①地域貢献活動では清
掃地域等の見直しを含
め、効果的な実施が求
められる。 
②学校説明会でのアン
ケートを生かし、次回
の説明会の方法を改善
していく。 
②HP 更新を速やかに更
新できるように、関係
部署に促す。HP の中身
を見やすい構成にして
いく。 

①地域貢献活動等に
は自治体、地域から
も協力したい。避難
訓練については現実
に即した準備が必
要。災害時に地域に
力を貸す訓練はある
のか。 
 
②小さなことでも生
徒の取組みを地域に
紹介してほしい。保
護者や地域からの理
解を得るために機会
あるごとに学校の状
況や方策の発信をし
てほしい。 

①連携を組んで防災避難
訓練を実施することがで
きた。第 1回 4月 23日 
第2回12月24日 実施 
②地域貢献活動第３回
(２年)は活動地域を見直
して実施した。｢かなが
わ校歌祭｣に参加し同窓
会とも交流を深めた。 
②各説明会で動画や SSH
ポスターの展示を行い、
多くの中学生・保護者の
関心を得た。 
②学校HP更新を頻繁かつ
迅速に行い、教育活動の
情報を早く、積極的に発
信する。 

①第 1 回の防災地区別
集会は有事の際に具体
的に対応できると考え
ているが、さらに現実
に即した避難訓練設定
の工夫が必要である。 
 
②地域貢献活動の実施
にあたり、雨天の中止
ではなく雨天の場合の
活動を模索する事が必
要である。 
②学校 HP はまだ更新・
発信しきれていない活
動もある。引き続き積
極的な情報発信を行っ
ていく。 

５ 
学校管理 
学校運営 

①地域や外部機関と
の連携を進め、教職
員の専門性の向上を
図り、SSH 事業をさ
らに充実させる。 
 
 
 
 
②教職員一人ひとり
の意識を向上させ、
業務の組織的対応と
事故・不祥事防止を
徹底する。 

①地域や外部機関と
連携し、教職員の専
門性を向上させると
ともに、SSH事業へ
の参加生徒数を増加
させ、科学への興
味・関心の向上及び
学習への動機づけを
高める。 
 
②不祥事を「自分
事」と捉えるよう教
職員の意識改革に取
組むとともに、校内
マニュアルの活用を
徹底させる。「働き
方改革」を進め、安
心で働きやすい職場
環境を作る。 

①地域や外部関連機関
等と連携し、Odatech、
先端科学講座・小田高
Sciencelab等の多様な
サイエンスプログラム
を実践する。 
 
 
 
②マニュアルに基づい
た研修会や声掛けを継
続して教職員の意識啓
発を図るとともに、教
職員間の日常的なコミ
ュニケーションを活性
化させる。「働き方改
革」の観点から、衛生
委員会の活用等で具体
策を示し、長時間労働
を改善する。 

①地域や外部機関と連
携したサイエンスプロ
グラムに参加した生徒
数および振り返りにお
いて、前年度よりも高
い成果を上げることが
できたか。探究活動の
発表指導や評価が適正
に行われたか。 
 
②職員の不祥事防止意
識を向上させ、事故・
不祥事ゼロを実現でき
たか。働き方改革を実
行し、具体策を示して
「時間外在校時間月45
時間超・年間360時間
超」0％を達成できた
か。 

➀小田原市役所・連携
企業とこれまでの取組
を確認し、一層の取組
の充実に向けた調整会
議を実施した。県西地
域県政総合センターが
主催する「地域の若者
を対象とした未来を考
えるプロジェクト」に
４名が参加した。ま
た、課題研究の授業担
当者により評価検討会
を実施し、評価の妥当
性と信頼性が向上し
た。 
②働き方改革の手立て
として勤務時間外の電
話自動音声対応を導入
した。また、衛生委員
会においてストレスチ
ェックの結果を精査
し、長時間労働の解消
策を職員に提示した。 

➀サイエンスプログラ
ムでの効果を高めるた
め、地域や外部機関と
連携し、１年次は見
学、２年次は発表の機
会を充実させる。生徒
が発案するサイエンス
ツアーの実施を検討す
る。 
②不祥事防止に向けて
観察と注意喚起を怠ら
ず、安心安全な環境を
作る。業務の見える化
を進め、労力と時間を
意識した改革を継続す
る。業務アシスタント
等の活用を広げる。8月
以降の「時間外在校時
間月 45 時間超」の職員
割合は 14.5％だった。
年度末に向けて減じて
いく。 

①模擬投票などで選
挙への協力を実践し
たことを聞いた。
様々な情報があふれ
る社会の中、情報の
受け取り方について
も教育してほしい。 
 
 
②通信システムを使
った連絡方法など、
保護者も使いやす
い。先生方が余裕を
もって生徒に向き合
ってほしいので、働
き方改革推進につい
て保護者も協力した
い。 

➀企業・大学等の協力に
よる多様な講座や成果発
表会を実施し、外部視点
を取り入れた適正な評価
を実現した。今後は生徒
発案企画の実現や、発表
会以外のプログラムへの
参加層拡大による動機付
け強化が課題である。 
②事故・不祥事が不注意
や無意識によっても引き
起こされる事例を挙げて
注意喚起し、日常の行動
を見直す意識を強化し不
祥事等の発生を未然に防
いだ。企画会議を活用し
てグループ業務の見える
化と見直しを進めた。１
月以降の「時間外在校時
間月45時間超」の職員割
合は 19％と依然として高
く、働き方改革としての
課題が残った。 

➀連携企業や大学院生
による指導機会を拡充
し、実社会の課題に触
れさせることで学習へ
の動機付けを図る。 
 
 
 
 
②事故・不祥事防止に
向けてさらに風通しの
いい職場環境づくりを
進める。働き方改革に
ついては、職員のｳｪﾙﾋﾞ
ｰｲﾝｸﾞを実現する観点か
ら現状を改善する方策
を考えていきたい。業
務の偏りや集中を解消
する方策を業務アシス
タント等の活用や ICT
の利用拡大の方向で進
めていきたい。 



 

 


